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1.序論	
 

1-1.研究の背景	
 

	
 道路等の公共空間は、一般的には行政主

導で管理が行われており、特定の民間組織

が利用を行うには種々の制限がある。公共

空間の中でも道路空間においては、人口減

少・少子高齢化に起因する行財政の逼迫や、

民間組織による道路利用のニーズの高まり

といった背景から、道路の管理の一部を民

間組織が担うための制度の創出、道路上を

活用した取組みを行うための緩和措置等が

行われている。ストックとしての道路を整

備する時代から、整備された道路をいかに

管理・利用するかという時代を迎え、民間

組織が道路のマネジメントに関与する重要

性は増していると言える。	
 

	
 以上のような流れの中、官民協働の持続

的な道路マネジメントを推進していくため

には、現在行われている民間組織による道

路マネジメントの実態を把握し、マネジメ

ント上の課題を明らかにする必要がある。	
 

1-2.研究の目的	
 

	
 以上を踏まえ、以下の目的を設定する。	
 

（1）道路等の公共空間の整備、管理、利活

用に関する法制度等の変遷を整理し、民間

組織によるマネジメントの時代ごとの特徴

を整理・把握する。	
 

（2）国内の道路空間を対象に、そこで行わ

れる民間主体マネジメント活動や道路空間

の立地特性等の観点から類型化を行い、民

間主体マネジメントの傾向を明らかにする。	
 

（3）各類型の代表的な事例を取り上げ、道

路空間の空間構成、民間組織によるマネジ

メント手法、官民協働関係等を分析し、民

間主体マネジメントの実態及び課題を明ら

かにする。	
 

1-3.研究の方法	
 

	
 本研究では、公共空間全体の流れを把握

しつつ、道路空間を研究対象とする。	
 

（1）既往文献及び Web 上での情報を基に法

制度等の変遷の整理と考察を行う。	
 

（2）既往文献や Web 上での情報を基に事例

を収集する。既往文献を基に指標を構築し、

事例の類型化を行い、その傾向を把握する。

（3）現地調査、文献調査、Web 上での調査

及び代表事例に関連する民間組織や人物へ

のヒアリングを行い、実態と課題を明らか

にする。	
 

2.公共空間のマネジメントに関する法制度

等の変遷	
 

	
 近代以降の公共空間の整備、管理、利活

用に関する法制度等の時系列的な変遷を整

理し、民間組織によるマネジメント活動の

観点から見て、4 つの特徴的な時期に区分

した。	
 

（1）関連法制度整備期（1947〜1970）：道
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路法、都市公園法、河川法といった各公共

空間の占用・利用を規定する法律が整備さ

れる時期である。これらの法律に基づく許

可及び占用基準が、その後の公共空間の利

用を厳しく規定することになる。	
 

（2）歩行者環境回復期（1997〜1994）：高

度成長期の都市開発やモータリゼーション

の進行に起因する都市景観の画一化、都市

環境の悪化といった問題を背景に、公共空

間の景観形成に対する取り組みと、都市環

境改善のために歩行者天国が行われるよう

になった。公共空間の景観と、道路空間の

歩行者環境に対して低下していた意識が回

復し始める時期である。	
 

（3）民間マネジメント活動初動期（1995

〜2006）：オープンカフェのような利活用に

関する新たな取り組みと、管理の一部を民

間組織が担うための指定管理制度の創出な

ど、管理に対する取り組みも生まれた時期

であり、制度を活用して民間組織が公共空

間のマネジメントに関与し始めた初動期で

あると言うことができる。また、公共空間

を利用したイベント等に対する意識の高ま

りと相まって、公共空間の利用に関する基

準の緩和が行われ始めた時期でもある。	
 

（4）民間マネジメント活動転換期（2007

〜）：都市再生特別措置法の改正（2011）に

より、公共空間の占用基準の緩和における

大きな変化があり、また利活用のみならず

整備と管理も含めた総合的な制度が生まれ、

今後民間組織による公共空間のマネジメン

トがより活発化へ向かうための転換期に当

たる時期だと考えられる。	
 

	
 以上より、法制度等の変遷からみた公共

空間における民間組織マネジメントの変化

の転換点を明らかにし、その中でも道路空

間に関する民間関与が活発化している。	
 

3.道路空間の民間主体マネジメントの類型	
 

3-1.類型化に向けた指標構築	
 

	
 既往文献 2を基に、道路空間の評価の観点	
 

として、①地区の特性、②道路の特性、③	
 

マネジメント組織の特性、④利活用の特性、

⑤維持・管理の特性の 5 つの観点を設定し

た。①は道路の立地条件を表し、②は主に

道路の空間構成を表す。③は民間組織の主

体の種類であり、④・⑤はマネジメント活

動の中身を表すものである。また、各観点

を細分化し、24 の指標を構築した（表 1）。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

3-2.指標に基づく類型化と傾向	
 

	
 民間組織によるマネジメント活動が見ら

れる道路空間 44 事例を抽出し、3-1 で構築

した指標を基に類型化を行った結果、10 の

類型に分けることができた（表 2）。	
 

	
 周辺の用途、立地する都市の規模、開発

に対するニーズ、立地地区の賑わいといっ

た「地区の特性」の違い、歩道幅員や車道

幅員、道路の機能、開発の有無等の「道路

の特性」の違い、関与するマネジメント組

織の主体といった「マネジメント組織の特

表 1.道路空間の評価指標	
 



性」の違いにより、道路空間に対して行わ

れるマネジメント（利活用及び維持管理）

の中身が異なることが分かる。道路空間は、

それぞれの道路空間の立地や機能に起因す

るニーズに応じて民間組織により行われる

マネジメント活動（方法）が異なっており、

その傾向が明らかとなった。	
 

	
 また、10 の類型は、（1）道路空間上を利

用して利活用することに重点が置かれてい

るもの（【A】～【D】）、（2）道路空間の維持

管理（美化活動や清掃活動）に重点が置か

れているもの（【E】,【H】）、（3）民間が主

体となり整備が行われ、その後の管理・運

営まで行われているもの（【F】、【G】、【I】、	
 

【J】）に大別することが出来る。	
 

4.民間主体マネジメントの実態と課題	
 

	
 民間主体で整備が行われていることに加

えて、対象道路空間だけではなく、その沿

道や周辺地区を含めて拠点を形成している

ものが含まれる（3）の「都心商業促進型」、

「商店街機能強化型」、「開発主体協定管理	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

型」から代表事例を取り上げる（表 3）。	
 

	
 3 つの道路空間に関与するマネジメント

組織には、①民地の使い方、②組織の中心

的な主体、③ハードの維持管理方法、④イ

ベント等の利活用方法、⑤周辺組織との関

係、⑥沿道の計画への関与といった点で差

異が存在する。	
 

	
 「新宿モア 4 番街」は、事務局に常駐す

る商店街振興組合の 1 人のリーダー的存在

が管理・運営を行っている。オープンカフ

ェ事業者等から支払われる環境浄化費によ

る道路の維持管理が行われ、その立地条件

の良さから外部からの PR イベントが行わ

れる。組合への加入率の低下やリーダーの

存在に左右される組織体制等が課題である。	
 

	
 「元町ショッピングストリート」は、民

地のセットバック空間に独自のルールを適

用し、官地と一体化している道路であり、

道路上には独自にデザインされたファニチ

ャー類が設置されている。商店街組織には	
 

複数の委員会が存在し商店主同士の結束力	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

表 2.各類型の特徴と傾向	
 



が高い。各店舗の間口に応じたまちづくり

負担金により道路の維持管理が行われ、商

店街組織の自主企画によるイベントを中心

に利活用が行われる。また、地区計画によ

り沿道の用途等の規制を行っている。隣接

する商店街組織との路上の利用ルールの調

整等が課題である。	
 

	
 「丸の内仲通り」は、地区計画に位置づ

けられた民地のセットバックにより、官地

と民地が一体化した道路である。他の 2 つ	
 

と異なり、複数の組織がマネジメントに関

与しており、テナントも沿道の美化活動等

に参加する。イベントは三菱地所等が発意

し、行政も含めて実行委員会形式で行われ

ることが多い。地区計画の他、官民で策定

したガイドラインにて将来像の共有が図ら

れている。資金面で沿道最大の地権者に依

存する傾向があること等が課題である。	
 

	
 法的な道路空間のみならず民地及び沿道	
 

建築等のコントロールも含めて、民間組織	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

がそれぞれに工夫を凝らしながら異なる特

徴を持った道路空間を形成している。	
 

5.結論	
 

	
 本研究では、制度的な変遷から民間主体

の道路マネジメントという流れが生まれて

いることを示した上で、民間組織がマネジ

メントに関与している国内の道路を対象に

類型化を行い、そのマネジメント上の特徴

と傾向を明らかにした。また、代表事例と

して取り上げた 3 つの事例には、民地の使

い方、組織の中心的な主体、ハードの維持

管理の方法、イベント等の利活用の方法、

周辺組織との関係、沿道の計画の立て方等

に違いがあるという実態と、各道路固有の

マネジメント上の課題を明らかにした。	
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